
事業番号 - - -

（ ）

(目)
位置境界明確化調査等委

託費
4 4

現状・課題
（5行程度以内）

(目)
対馬丸平和祈念事業推進

費補助金
20 20

翌年度へ繰越し（D) ▲37.7 ▲117.3 ▲ 180 -

2,473

32

5

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　本土に比べて多くの不発弾等が存在しているという沖縄の特殊事情に鑑み、国は、不発弾等の探査・発掘、発見現場での不発弾安全化処理のた
めの壕・防護壁の設置、一時保管庫での保管など、不発弾等対策について国庫補助率の嵩上げや補助対象の拡大など、本土に比べて手厚い支援
を実施。また、学童疎開船対馬丸の事件を後世に伝えるための事業や軍用地等を除く地域の位置境界明確化事業等を実施。加えて沖縄県における
所有者不明土地について、測量調査、真の所有者探索調査、問題解決に向けた検討等を実施してきた。
   『沖縄不発弾等事前調査データベースシステムの経費については、令和４年度概算要求からデジタル庁にて予算計上』

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 3,032 2,439 2,523

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

3,193.7 2,692.4 2,679.3 2,773 2,654.2

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 3,067.8 2,773.7 2,742 2,593 2,654.2

163.6 37.7 117.3

沖縄県が実施する不発弾等処理交付金について、当該経費の一部を補助【補助率：90％】
対馬丸記念会が実施する平和祈念事業のうち、特別展の開催等について、当該経費を沖縄県を通じて補助【補助率：100％】

昭和50年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

180 -

補正予算（B) ▲ 0 ▲1.7 -

-

-

2023 府 22 0097

内閣府

政策 ９．沖縄政策

事業の目的
（5行程度以内）

沖縄は、先の大戦において、国内で最大の地上戦が行われた地であり、多くの方々のかけがえのない生命が失われた。この悲惨な戦争を後世に伝え、亡くなられ
た方への追悼と平和を祈念する取組や、磁気探査・発掘などを中心とした不発弾等対策、戦時中に公図や登記簿が滅失したことに起因する、位置境界明確化事
業、所有者不明土地問題等の事業を行い、沖縄における戦後処理問題の解決を図る。

特定事業参事官室 調査官　長田 賢一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法 （平成14年法律第14号）
附則第５条（不発弾）
沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和46年法律第129号）附則第５項（所有者不明土地）
沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化等に関する特
別措置法（昭和52年法律第40号）及び同法施行令（昭和52年政令第260号）

関係する
計画、通知等

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画（令和4年5月）
位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化のた
めの措置に関する計画（昭和52年11月）

事業名 沖縄の戦後処理対策に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

施策 ９．沖縄の振興に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/h26hyouka/h26jigo/h26jigo-12.pdf

(目)

事業概要URL
https://www8.cao.go.jp/okinawa/6/62.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 2,593

2,454

92%

35

執行率（％）
=(G)/(F)

95% 91% 94%

沖縄政策費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
99%

主な増減理由（・要望額・予備費）

88%

令和6年度要求

(目)

(目)

(目)

56 58

5

81

不発弾等処理交付金

沖縄安全対策業務庁費

所有者不明土地実態調査
等委託費

庁費

その他

2,654.2

・位置境界明確化事業　約６万㎡（全体の約0.3％)の土地について位置境界が明らかになっておらず、引き続きこれらの土地の位置境界明確化を進めるところである。
・所有者不明土地実態調査　所有者不明土地の問題解決には、解決手段方法の検討と沖縄復帰特措法により管理者とされた県・市町村との連携が不可欠であり、今後も問題の
解決に向けた調査・検討を継続する。
・不発弾等処理事業　沖縄県は本土に比べて多くの不発弾が埋没しており、現在でも日本の不発弾の３割を超える不発弾は沖縄より発見されている。この現状を鑑み探査の効率
化などが課題となっている。
・対馬丸平和祈念事業　コロナ禍による入館者数の減少、語り部を初めとした体験者の高齢化が進み、後継者の育成や、語り部事業のデジタル化等が課題となっている。
・沖縄戦関係資料閲覧室事業　沖縄戦に関する公文書等の資料や一般図書を公開しているが、昨今は室内を訪れる方が減少する一方、ＨＰでの資料閲覧数が増加している状況
である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

アクティビティである、位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化のための措置等が、最終目標である認証面積率100％に直接結びつくため。

-- -

成果実績

3

位置境界明確化事業の実施により、未完了面積が解決に進み、認証面積率が向上することから成果目標として設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

-

- 年度

先の大戦において米軍による破壊や公
図の滅失等により、土地の位置境界が
明らかでなくなった地域を毎年度認証
し、認証面積率100％を目指す

先の大戦において米軍による
破壊や公図の滅失等により、
土地の位置境界が明らかでな
くなった地域の認証面積率 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

地籍調査に準ずる調査等を行い、国土
交通大臣の認証を受ける。

地籍調査に準ずる調査等結
果に基づく国土交通大臣によ
る認証数

活動実績 筆 -
活動目標及び活動実績

①
（アウトプット）

当初見込み 筆

- -

2

活動目標 活動指標

-

位置境界不明地域の関係土地所有者において確認された位置境界を基に国土調査法の地籍調査に準ずる調査等を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

沖縄県からの提出資料

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

－

％ 99.7 99.7 99.7

目標値 ％ - - -



活動内容②
（アクティビティ）

沖縄における所有者不明土地の実態調査等を行い、所有者不明土地の解消に向け有識者を交えて、解決策を検討する会議を実施する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

検討会の開催 検討会の開催回数
活動実績 件 4 4 3 - -

当初見込み 件 4 4 3 3 3

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

沖縄における所有者不明土地の解消に向けた検討会を開催し、有識者等を交えて問題点の解消等解決策を検討することにより、所有者不明土地問題の解消を図
る。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

6 年度

成果実績 ％ 23.1 23.2 23.2 -

目標値 ％ - - - 24.2

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

新・沖縄21世紀ビジョン実施計画

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

改正民法で設けられた所有者不明土地管理制度について、具体的な制度活用方法の検討を行う。その結果を実際の所有者不明土地を管理する沖縄県・市町村
（検討会に参加）とも共有することで、沖縄県・市町村がその手法を用いて所有者不明土地解消への対応を行うことにより、管理解除率が向上することから成果目
標として設定した。

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

先の沖縄戦で公簿・公図が消失したた
め所有者が判明していない所有者不明
土地の管理解除率を令和6年度に全体
の24.2%まで引き上げる。

先の大戦で公簿・公図が消失し
たため所有者が判明していない
所有者不明土地の管理解除率
（解除率＝解除筆数÷所有者不
明土地の総筆数）

成果実績 - - - - -

目標値 -- -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

新・沖縄21世紀ビジョン実施計画

- - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

-

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

9 年度

先の沖縄戦で公簿・公図が消失したた
め所有者が判明していない所有者不明
土地の管理解除率を令和9年度に全体
の28.5%まで引き上げる。

先の大戦で公簿・公図が消失し
たため所有者が判明していない
所有者不明土地の管理解除率
（解除率＝解除筆数÷所有者不
明土地の総筆数）

23.1 23.2 23.2 -

目標値 ％ - - - 28.5

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

当初見込み 件 28 21 24

活動内容③
（アクティビティ）

沖縄における埋没不発弾等を探査、発掘、除去し、地域住民の生活の安全を図る。

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

地域住民の生活の安全を図る等のため
特定処理事業を行う

特定処理事業の実施件数
活動実績 件 21 24 23 -

23 23

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
不発弾探査を実施することにより、毎年確実に不発弾除去の実績をあげており、沖縄県から全ての不発弾を除去することに繋がるため、成果目標として設定。

-

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

－

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

不発弾探査を実施することが、不発弾による危険からの地域住民の生活の安全の確保に直接結びつくため。

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

沖縄県から不発弾を全て除去 発見された不発弾の重量

成果実績 kg 2,420 812 399 -

目標値 kg - - -



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ④について定性的なアウトカムを設定している理由

－

アクティビティ④についてアウトカムが複数設定できない理由

－

6,319 7,866 18,777 -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 人

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

－

- - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

－

↓
成果目標④-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

特別展等の広報を行うことにより、最終的には対馬丸記念館の周知にも繋げていくことになり、対馬丸記念館の来館者数をアウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
④-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

対馬丸平和祈念事業等の周知に取り
組む。

対馬丸記念館への来館者数

- - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

－

↓
成果目標④-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

資料を発送し、その資料から来館への興味を持ってもらう。特に夏冬に開催する特別展ではプレスリリースを行うなど広報を行っており、特別展の来場者数をアウト
カムとして設定した。

成果目標及び成果実績
④-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

年２回開催する特別展のプレスリリース
を行い、県内メディアを中心に広報活動
を行う。また県内外の協力会員、関係
各所へ案内を送付し、特別展の来場者
数と来館者数の増加を図る。

夏・冬特別展来場者数

成果実績 人 1,074 879 1,423 -

目標値 －

↓
成果目標④-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
対馬丸平和祈念事業を知っていただくことが第一歩であり、「語り部」の活動を広く知らせるための語り部関連資料の資料発送数をアウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
④-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

語り部関連資料を県内小・中学校・関係
機関へ発送し、語り部活動の周知と来
館誘致を図る。

資料発送先数量

成果実績 ヶ所 261 674 559 -

目標値 － - - - -

達成度 ％

対馬丸平和祈念事業として、沖縄戦の悲劇の象徴である対馬丸事件を後世代に伝えるとともに、対馬丸遭難者への哀悼と平和を祈念する。

↓

活動目標及び活動実績
④

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

対馬丸事件をより多くの人々に知っても
らい、後世に語り継ぐため「語り部」を実
施する。

対馬丸記念館内外で開催す
る「語り部」の実施回数

活動実績 回 53 71 115 - -

当初見込み 回 120 120 120 120 120

活動内容④
（アクティビティ）



成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

－

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ⑤について定性的なアウトカムを設定している理由

ホームページ利用件数が沖縄戦の周知にどのように反映されたかは、定量的な評価になじまないため。

アクティビティ⑤についてアウトカムが複数設定できない理由

アクティビティである、沖縄戦に係る国等の公文書等の資料の公開が、最終目標である沖縄戦の周知に直接結びつくため。

成果目標及び成果実績
⑤-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

沖縄戦の周知に取り組む －

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - -

110,000 110,000

↓
成果目標⑤-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
ホームページを多くの方に利用していただくことにより、沖縄戦の周知が進むと考えられることから、成果目標として設定。

活動内容⑤
（アクティビティ）

沖縄戦関係資料閲覧室事業として、一般の理解に資することを目的として収集した、沖縄戦に係る国等の公文書等の資料を公開する。

↓

活動目標及び活動実績
⑤

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

閲覧室のホームページを多くの方に利
用してもらう。

沖縄戦関係資料閲覧室の
ホームページ利用件数

活動実績 回 69,731 89,824 105,853 - -

当初見込み 回 90,000 90,000 100,000

目標年度における効果測定に関する評価（令和10年度実施)

-
点検結果

年度当初や交付申請時あるいは事業の節目等に、施策に応じて沖縄総合事務局又は沖縄
県担当者等との調整を行っている。さらに、補助金の額の確定時に支出等関係書類により
適正かつ効率的に執行されていることを確認している。

政策評価

９．沖縄政策　９．沖縄振興に関する施策の推進　内閣府26－46（政策12－施策⑤）

沖縄の戦後処理対策について、引き続き推進していく。

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

https://www8.cao.go.jp/hyouka/h26hyouka/h26jigo/h26jigo-12.pdf



-

沖縄総合事務局及び沖縄県担当者等との連携を密にし、事業の進捗状況を的確に把握しながら、有効性、効率性及び成果実績について、より一層の検証に努め
るべき。

外部有識者の所見

点検対象外

0093

2021 府

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0087

-

-

令和2年度 内閣府 0086

0097

令和4年度 2022 府 21

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0075

平成29年度 0080

令和3年度

平成27年度

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0119

平成25年度 0081

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

　位置境界明確化事業及び所有者不明土地問題対策については、地権者との協議や人証・物証の減少から、成果実績（アウトカム）に直結させることが難しい状況ではあるが、より一層有効性・効率性について検証できるよう、検討してまいりたい。
　戦後処理対策予算の大宗を占める不発弾等処理事業において、近年の執行実績を踏まえつつ、県・市町村とも調整を行い、不発弾等対策をより効果的に促進するため必要な経費として要求しているもの。
　他の事業についても、沖縄総合事務局及び沖縄県担当者等との連携を密にし、事業の進捗状況を確認し、必要な経費を要求している。

現状通り

現状通り

0082

平成30年度 0081

平成23年度 0122

平成26年度 0076

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）



☑費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 20 計 20

その他
事業における消耗品費、通信運搬費、借料及び損料
等

2

印刷製本費
記念館パンフレット、特別展チラシ、ポスター、館外掲示板、
ワークブック、マップ 2

人件費
語り部事業及び特別展準備・監視業務　平和学習推進連携
事業資金 7

補助事業 （公財）対馬丸記念館への補助金交付 20 業務委託費 平和学習推進連携事業の委託 9

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 48.7 計 24.4

物品購入費 沖縄不発弾等対策経費 0.1

旅費 沖縄不発弾等対策経費 0.3

諸謝金 沖縄不発弾等対策経費 0.4

委託費 沖縄不発弾等対策経費 48 委託費
令和３年度沖縄における不発弾探査の効率化に関する検討
業務

24.4

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 123 計 40

補助事業 住宅等開発磁気探査支援業務 123 工事費
令和４年度　古堅南小学校校舎新増改築工事磁気探査委託
業務

40

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

347

委託費 不発弾等保安管理等事業 16

補償費 広域探査発掘加速化事業に伴う補償 10

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

測量試験費 広域探査発掘加速化事業に伴う測量等 187

計 2,400 計 72

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助事業 市町村支援・特定処理・住宅等開発磁気支援事業 1,840 補助事業 市町村支援・特定処理支援事業 72

工事費 広域探査発掘加速化事業に伴う工事等



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

82.3％ -

17 81.9％ -

10 株式会社ワカバ技巧 1360003006420 与儀小学校校舎等建設事業 8
一般競争契約
（最低価格）

14

9 有限会社国豊 4360002008349 天妃小学校校舎建設事業 8
一般競争契約
（最低価格）

-

8 有限会社咲尚建設 5360002010915
那覇市字小禄824番地工事現場内不発弾
処理に伴う処理壕構築業務委託　他6件 9

随意契約（その
他）

- - -

51.8％ -

7 有限会社沖繩磁探総業 2360002000844
小禄支所等建設工事業務委
託（建築磁気探査）

9
一般競争契約
（最低価格）

24 81.4％

6 97.8％ -

6 株式会社沖縄計測 8360001007273
東部消防組合補助訓練塔等建設工事磁
気探査委託業務　　指名競争契約（最低
価格なし）

10 その他 13

5 有限会社日章技研 3360002005025
嘉手納町第三保育所建設工
事磁気探査業務委託

12
指名競争契約
（最低価格）

-

4
（株）精巧エンジニアリング・
（株）海邦技術JV

-
北丘小学校屋内運動場整備
磁気探査事業

16
指名競争契約
（最低価格）

28 97.5％ -

83.2％ -

3 株式会社沖縄共同技研 6360001008637
令和４年度 大木土地区画整理地区
市町村支援事業磁気探査委託業務

20
指名競争契約
（最低価格）

7 95.2％

7 97.6％ -

2 株式会社沖縄物理カイケン 2360001000498 識名小学校校舎等改築事業 26
一般競争契約
（最低価格）

17

1 有限会社読探技研 9360002018608
令和４年度　古堅南小学校校舎新増
改築工事磁気探査委託業務

40
指名競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -12 株式会社　ミルコ 5360001002070
住宅等開発磁気探査支援事
業

36 補助金等交付

-

11 沖縄医療生活協同組合 5360005000467
住宅等開発磁気探査支援事
業

37 補助金等交付 - - -

79.6％ -

10 株式会社　日商エステム 4120001086741
住宅等開発磁気探査支援事
業

38 補助金等交付 - -

12 89.2％ -

9 株式会社環境プラン 8360001013081
R４広域探査発掘加速化事業測量調査業
務委託（離島地区石垣その５） 6

一般競争契約
（最低価格）

12

8 株式会社環境プラン 8360001013081
R４広域探査発掘加速化事業測量調査業
務委託（離島地区石垣その１） 5

一般競争契約
（最低価格）

-

7 株式会社環境プラン 8360001013081
R４広域探査発掘加速化事業磁気探査業
務委託（離島地区石垣その６） 19

一般競争契約
（最低価格）

13 79.8％ -

- -

6 株式会社環境プラン 8360001013081
R４広域探査発掘加速化事業磁気探査業
務委託（離島地区石垣その３） 14

一般競争契約
（最低価格）

14 87.9％

- - -

5 株式会社　長谷工不動産 5010401091013
住宅等開発磁気探査支援事
業

53 補助金等交付 -

4
浦添市てだこ浦西駅周辺土地
区画整理組合

6700150077869
住宅等開発磁気探査支援事
業

87 補助金等交付

-

3
地方独立行政法人　那覇市
立病院

3360005001938
住宅等開発磁気探査支援事
業

89 補助金等交付 - - -

- -

2
コストコホールセールジャパン
株式会社

3020001079681
住宅等開発磁気探査支援事
業

93 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ジャパンエンターテ
イメント

7120001213821
住宅等開発磁気探査支援事
業

123 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 南城市 3000020472158
市町村支援事業・特定処理事
業

5 補助金等交付 - - -

- -

9 沖縄市 5000020472115 市町村支援事業 5 補助金等交付 - -

- - -

8 糸満市 5000020472107 特定処理事業 7 補助金等交付 -

7 八重瀬町 4000020473626 市町村支援事業 8 補助金等交付

-

6 浦添市 1000020472085
市町村支援事業・特定処理事
業

9 補助金等交付 - - -

- -

5 嘉手納町 7000020473251 市町村支援事業 12 補助金等交付 - -

- - -

4 豊見城市 5000020472123
市町村支援事業・特定処理事
業

14 補助金等交付 -

3 南風原町 4000020473502
市町村支援事業・特定処理事
業

26 補助金等交付

-

2 読谷村 7000020473243 市町村支援事業 60 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 那覇市 3000020472018
市町村支援事業・特定処理事
業

72 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄県 1000020470007 不発弾等処理交付金 2,400 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



E

F

G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

一般競争契約
（最低価格）

1 - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 J
インターリンク株式会
社

6010001011188
沖縄戦関係資料閲覧室シス
テム機器賃貸借・運用支援等

7

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -1 公益財団法人対馬丸記念会 4360005000757
対馬丸平和祈念事業推進事
業

20 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄県 1000020470007
対馬丸平和祈念事業推進事
業

20 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 有限会社たけ事務 2360002010521 磁気探査機器用ペンカートリッジ 0.1
随意契約（少

額）
- - -

- -

9 第一印刷　株式会社 7360001001310 不発弾処理 0.3
随意契約（少

額）
- -

- - -

8
株式会社オペレーション・トレー
ニング・サービス

9011601013273 不発弾処理 0.7
随意契約（少

額）
-

7 光洋商事　株式会社 6360001008777 不発弾処理 0.8
随意契約（少

額）

-

6 株式会社okicom 6360001008604
令和4年度沖縄不発弾等事前調
査データベースシステム入力業
務

1
随意契約（少

額）
- - -

- -

5
株式会社沖昭エンタープライ
ズ

6360001024634
令和４年度磁気探査機器性
能試験業務

1
随意契約（少

額）
- -

- - -

4 株式会社　三虎 6360001009461 不発弾処理 1.3
随意契約（少

額）
-

3 株式会社アウルズ 1290801000094
令和４年度磁気探査研修運
営等補助業務

1.7
随意契約（少

額）

-

2
八千代エンジニヤリング株式
会社

2011101037696
令和４年度沖縄における不発弾等探査事
業の効率化を促進するための調査業務 20

一般競争契約
（総合評価）

1 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 大和探査技術株式会社 8010601025692
令和３年度沖縄における不発弾
探査の効率化に関する検討業務

24.4
一般競争契約
（総合評価）

1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄総合事務局 2000012010019 沖縄不発弾等対策経費 48.7 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



平和学習推進連携事業　対馬丸事件継承
平和事業

4 庁費
沖縄戦関係資料閲覧室システム機器賃貸
借・運用支援等

2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務委託費

計 4 計 2

その他
審議会開催経費（委員手当、会議費、反訳
費料）、人件費、職員旅費等

1 委託費 測量業務を民間会社に委託 0.7

委託費 位置境界明確化調査事業を沖縄県に委託 4 人件費 位置境界明確化調査事業担当職員（１名） 2.9

K. L.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料 0.4

計 5 計 4

事業費 所有者不明土地実態調査 6

人件費 測量業務 0.7 人件費 委託費の実施 29

M. N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 一般管理費 5

計 0.7 計 40

人件費 鑑定評価業務等の監理業務一式 2.3

O. P.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.3 計 0



I

J

K

L

M

N

O

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益社団法人沖縄県
不動産鑑定士協会

5360005004278
鑑定評価業務等の監理業務
一式

2.3
随意契約（そ

の他）
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

調査委託員A -
平和学習推進連携事業
対馬丸事件継承平和事業

4
随意契約（そ

の他）
- - -

調査委託員B -
平和学習推進連携事業
戦時遭難船舶調査事業

4
随意契約（そ

の他）
- - -

株式会社国際旅行
社

7360001000931
平和学習推進連携事業
学童疎開体験事業

2
随意契約（そ

の他）
- - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

5

4
光文堂コミュニケー
ションズ株式会社

3360001006461
平和学習推進連携事業
ワークブック印刷

0.6
随意契約（そ

の他）
- - -

編集事務所ヴァリエ -
語り部事業　感想文集第6
集印刷

0.6
随意契約（そ

の他）
-

9

8

7

日本郵便株式会社 1010001112577 特別展事業　ご案内送付 0.2
随意契約（そ

の他）
- - -

株式会社Too 4010901024712
平和学習推進連携事業
デザインソフトサブスクリプ

0.1
随意契約（そ

の他）
- - -

- -

光文堂コミュニケー
ションズ株式会社

3360001006461
特別展事業　特別展チラ
シ・ポスター印刷

0.5
随意契約（そ

の他）
- - -

有限会社コール 9360002000012 特別展事業　館外掲示板 0.3
随意契約（そ

の他）
- - -

10 日本郵便株式会社 1010001112577
語り部事業　感想文集第6
集送付

0.1
随意契約（そ

の他）
- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

インターリンク株式会
社

6010001011188
沖縄戦関係資料閲覧室シ
ステム機器賃貸借・運用支
援等

2
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄総合事務局 2000012010019
位置境界明確化調査等業
務

5 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄県 1000020470007
位置境界明確化調査等業務
（人件費等）

4 補助金等交付 - - -

1
株式会社沖縄用地測
量設計

5360001000529 測量業務 0.7
随意契約（少

額）
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1
三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社 3010401011971

所有者不明土地に係る実態
調査

40
一般競争契約
（総合評価）

1 85％ -

2

1

株式会社港洋社 2010401009851 印刷製本 0.3
随意契約（少

額）
- - -
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